
 

資料３ 

 

第２回公共事業評価部会 

 

北上川下流流域下水道事業に係る 

追加説明資料 

 

 

  

１．北上川下流流域下水道 費用効果分析について 

２．事業費の変更状況とその要因の訂正について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７月１６日 

土木部下水道課 

 



１． 北上川下流流域下水道 費用効果分析について 

 
（１）下水道事業の再評価に当たっての評価手法について 

● 国土交通省から通知で費用効果分析の実施については｢下水道事業における費用効果

分析ﾏﾆｭｱﾙ(案)平成 18 年 11 月日本下水道協会｣（以下「マニュアル」という。）に準拠

すると示されている。 

 

（２）市場価格アプローチ・代替（回復）費用法を選定した理由 

● 下水道事業における費用効果分析マニュアル（案）（以下「マニュアル」という。）の

P7 に、代替費用法と CVM(仮想金銭化法)の適用が提示されている。代替費用法は下水

道事業の費用効果分析における採用実績が多く、効果の定量化が明確でわかりやすい。 

● 関連市の石巻市において、公共下水道事業の費用効果分析に代替費用法を採用してい

る。本流域下水道事業は、石巻市公共下水道事業の上位計画としての位置づけから、

分析手法の整合を図る必要がある。 

● 平成２０年度で実施した４流域下水道事業は、代替費用法を採用しており、効果の比

較を行うために分析手法の整合を図る必要がある。 

 

（３）ヘドニック価格法を使用しない理由 

● 下水道事業における実施例が少ない（マニュアル P179）。 

● モデルの開発（独立変数、関数形）には多くの実績や知見が必要であるが、下水道事

業の実施例が少ないため、信頼性の面で課題を有している。 

● 地価変動を評価するヘドニック価格法は都市地域で特に有効な手法である。関連市の

未整備区域は人口密度の多くない集落が中心であり、ヘドニック価格法の特性に沿っ

ていないと考えられる。 

 

（４）便益の算定で使用する単価 

  基本的に原単位はマニュアルに掲載されている単価をﾃﾞﾌﾚｰﾀ換算し使用する。便益の

精度をより上げるため、浄化槽設置費・汚泥処理施設維持管理費については当地区の

実勢と類似している近隣地区で石巻市がおこなった調査の結果を使用する。 

●  浄化槽設置費、汚泥処理施設維持管理費は調査により決定した単価を使用する。 

●  用地単価については公示地価の平均を使用する。 
● その他のものについてはマニュアルの掲載単価を使用する。 
 
 





２．事業費の変更状況とその要因の訂正について  
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